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環境問題への対応

エネルギーマネジメント

日本の経済産業省が2021年6月に発表した2050年カーボンニュートラルを
目指す「グリーン成長戦略」では、オフィスビルのゼロエネルギー化の実現に
向けた次世代電力マネジメントの促進が提言されています。また、2040年ま
でにデータセンターのカーボンニュートラルを目指すとされています。再生可
能エネルギー活用比率や省エネ性能の向上等、データセンターのゼロエミッ
ション化に向けた取り組みを支援するとともに、地方分散立地推進や再生可
能エネルギー活用による災害時の継続能力向上等のレジリエンス強化を実
施することで、デジタル社会とグリーン社会の同時実現を図るとしています。

これらを踏まえ、シンプレクスグループは、環境問題に対して積極的かつ最
先端の取り組みを展開する森ビル株式会社が運営するオフィスビルに事業
所を置いています。入居する事業所のうち98%では、100%再生可能エネル
ギー由来の電力が使用されており、サステナブルな事業環境を積極的に選
択することを通じて、エネルギーマネジメントに取り組んでいます。

また、社内システムに関しては、エネルギー効率が良く地球環境への負荷低
減につながる、クラウドサーバーを積極的に活用しています。さらに、顧客企
業向けにも、最先端のクラウド活用支援サービスを展開しています。

2020年からは、アマゾン ウェブ サービス（AWS）の「FISC対応APNコンソー
シアム」に参加し、金融機関のAWS活用とFISC安全対策基準＊1対応の円滑
化を推進しています。

生物多様性

シンプレクスグループが入居する麻布台ヒルズ 森JPタワーでは、地区内に
約6,000㎡の中央広場を含む約2.4haの緑地を有しているほか、虎ノ門ヒル
ズ 森タワーでは、約6000㎡のオープンスペースに緑地が造成されており、
生物多様性にも配慮された植栽計画が評価され、JHEP認証＊2の最高ランク
（AAA）を取得しています＊3。 

水資源の保全

シンプレクスグループが入居する麻布台ヒルズ 森JPタワーおよび虎ノ門ヒル
ズ 森タワーでは、比較的汚れの少ない排水を中水としてトイレ洗浄水など
に有効利用しているほか、高い性能を有する節水器具を採用したり、雨水を
集水、ろ過処理して外構の植栽散水に利用しています＊3 。

■再生可能エネルギー（その他の削減貢献含む）　■その他
データセンター等再生可能エネルギー利用割合

■再生可能エネルギー　■その他
オフィス再生可能エネルギー利用割合

＊1  公益財団法人金融情報システムセンター（FISC）により日本国内の金融機関等の自主基準
として策定された、金融機関等コンピュータシステムの安全対策基準・解説書。

＊2  Japan Habitat Evaluation and Certification Program認証の略称で、生物多様性の保全
や回復に資する取り組みを定量的に評価、認証する制度。開発・運営：公益財団法人日本生
態系協会。

＊3  事業所における生物多様性への取り組みおよび水資源の保全への取り組みについては森
ビル株式会社のサステナビリティサイトをご覧ください。

シンプレクスグループが入居する
麻布台ヒルズ 森JPタワー

79%

98%
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リスク管理

当社は、経済的損失、事業の中断又は停止、信用又はブランドイメージの失
墜をもたらしうる危険性をリスクと定義し、リスクを低減・回避するためにリ
スクマネジメント体制を整備しています。

サステナビリティ会議では、各構成員から当社グループを取り巻く環境を踏
まえた気候変動に関する課題が報告され、気候変動関連のリスクを幅広く
特定しています。そこで特定したリスクについては、発生可能性と、実際に発
生した際に当社グループにもたらす損害のインパクトの二軸で評価し、各リ
スクの重要度を決定します。重要と判断したリスクに関しては経営会議及び
取締役会へ報告する体制をとっています。

また重要と判断された気候変動関連のリスクについては、サステナビリティ
会議において目標の設定や進捗管理を行い、半期に一度、取締役会へ報告
することで定期的なリスクのモニタリングを実施し、対応状況の評価や重要
リスクの見直しにつなげています。

ガバナンス

当社は取締役会の監督のもと、代表取締役社長及び業務執行取締役から構
成され、代表取締役社長が議長を務める経営会議において全社的なリスクマ
ネジメントを行っています。そのなかで、気候変動関連のリスク及び機会の特
定・評価については、サステナビリティ会議に権限を委譲して実施しています。

サステナビリティ会議は、代表取締役社長及び当社並びに子会社の業務執行
取締役から構成されており、取締役社長が議長を務めています。サステナビリ
ティ会議において審議された気候変動関連のリスク及び機会の評価と、関連
する目標や取り組みの進捗状況は、経営会議に報告され、全社的なリスクマ
ネジメントの一環として審議されるほか、取締役会に対しても半期に一度報
告されることにより、取締役会による実効性のある監督を可能としています。

取締役会においては、これらの報告を踏まえ、グループ全体の戦略を策定
し、中期経営計画やリスクマネジメント方針、事業戦略等に反映する体制を
整えています。

戦略

気候変動が当社グループの事業に及ぼす影響について、リスクに対応（回
避・低減・移転・保有）し、機会を生かすことは経営の重要課題と認識してお
り、次のとおり短期・中期・長期にわたって気候変動がもたらす影響を幅広く
検討し、重要と考えられるリスク及び機会を特定しています。

取締役会
グループ全体の戦略を策定し、中期経営計画やリスクマネジメント方針、事業戦略等に反映

半年に一度サステナビリティ関連リスク及び機会
の検討結果と取り組みの進捗状況を報告

気候変動関連リスク及び
機会の検討結果を報告

サステナビリティ会議
議長：代表取締役社長

・ 気候変動関連リスク及び機会の特定・評価
・ 重要課題の取り組み状況の進捗モニタリング

経営会議
議長：代表取締役社長

・ リスクマネジメント全体を所管
・ 気候変動リスク以外のリスクも含めて評価し管
理手法・方針・対応策を審議

時間軸 対象期間 想定発生時期の考え方について

短期 0～3年
現在取り組んでいる内容や、売上が増加している領域等、
既に顕在化している事象を短期として整理する

中期
3～10年

（2030年を含む）

現時点では発生していないものの、炭素税を始めとする
2030年頃時点で実現可能性の非常に高い事象を中期とし
て整理する

長期
10年～30年

（2050年を含む）

災害による物理的なリスクを中心とし、影響が顕著にでて
くるのが2030年代以降になると想定される事象を長期と
して整理する

TCFD提言に基づく情報開示

シンプレクスグループは、ビジネスを通じて持続可能な社会のために取り
組むべき課題に向き合い、地球環境や社会と共に成長するサステナブルな
発展を目指しています。こうした取り組みの一環として、国際的な気候変動
に関する情報開示の枠組みを決定したTCFD提言に2023年6月に賛同し、
TCFDコンソーシアムへの加入を表明しました。同提言に基づき、気候変動が
事業活動に及ぼす影響の重要性を企業として認識し、脱炭素社会に向けた
取り組みを推進するとともに、TCFD提言に沿った情報開示の充実を図って
いきます。

監
督報

告

報告

TCFD提言への対応
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リスク及び機会 タイプ 影響要因 当社グループへの主な影響 想定時期 事業影響 検討策［2℃未満］［4℃未満］

移行リスク

規制リスク
炭素税の導入 ・ 当社グループの二酸化炭素排出量に対する炭素税が新

たに賦課されることにより、費用負担が増加する 中期 小 ー
・ オフィスにおける消費電力を再生可能エネルギー由来
の電力に切り替え

・ 継続的な温室効果ガス排出量の監視と削減の取り組み

市場リスク

顧客行動の変化 ・ 顧客が環境負荷の低いデータセンターを選択するよう
になる一方で、既存の環境負荷の高いデータセンター
を使用し続けることによって売上機会が喪失する

・ 環境負荷の低いデータセンターに移転するなど対策費
用の負担が増加する

中期 中 ー

・ 環境負荷が低く、エネルギー効率が高いデータセンター
又はクラウドの選定

評判リスク

環境負荷の高い業種に対する
非難

・ ブロックチェーンのマイニングに係る電力消費量が膨大
であることにより、暗号資産取引等に関連するプラット
フォームの需要が減少し、売上が減少する

中期 小 ー
・ 環境規制に対する継続的な動向調査と対応策の検討

ステークホルダーの懸念または
ステークホルダーからの否定的
なフィードバックの増加

・ 気候変動への取り組みが不十分なことにより、ブランド
イメージに長期的な毀損等の影響を受け、顧客や株主
からの信用低下につながり企業価値が低下する

中期 小 ー

・ 気候変動を契機としたリスクマネジメントの精緻化

・ サステナビリティ関連の非財務情報の積極的な開示

・ 国際的な気候変動イニシアティブへの参画

物理リスク

甚大な被害をもたらしうる台風
や洪水などの異常気象の頻度
上昇

・ データセンターの稼働停止により事業機会が喪失する

長期 小 中

・ BCP計画の定期的な見直し及び定期的な障害対応訓
練の実施

・ データセンターの地理的分散やクラウドの利活用によ
る災害リスクの回避・低減

各リスク及び機会が当社グループに与える事業への影響については、気候
変動への対応や規制が進むことが想定される2℃未満シナリオと、災害の
甚大化がより深刻となり、温暖化が引き起こす慢性的なリスクが想定される
4℃シナリオに分けてシナリオ分析を実施し、財務影響金額と発生可能性の
二軸から事業へのインパクト（影響度合い）を算出しました。

以上の分析を踏まえ、気候変動に伴って当社グループの事業活動に影響が
あるリスク及び機会を下表のとおり特定しました。なお、各項目の検討に
当たっては、IEA（International Energy Agency）WEO 2022 Net Zero by 

2050 、IEA WEO 2022 STEPS、IPCC RCP8.5シナリオ等を参照しています。

気候変動による当社グループへの影響

より詳細な情報を入手したい方は、当社ウェブサイトをご参照ください。 
https://www.simplex.holdings/sustainability/environment/tcfd/

事業インパクトの算出方法や当社が想定する各シナリオの詳細、事業環境
の認識等については、当社ウェブサイトをご参照ください。
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リスク及び機会 タイプ 影響要因 当社グループへの主な影響 想定時期 事業影響 検討策［2℃未満］［4℃未満］

機会

製品・サービス

低排出量サービスの開発および
/または拡張に伴う資金調達

・ サステナビリティボンドの調達により有利な資金調達
が実現し、資金調達コストが軽減する

短期 小 ー

・ サステナビリティ関連の非財務情報の積極的な開示

・ 資金調達時の要件となり得る温室効果ガス排出量に
対する第三者検証の実施検討および自社排出量の継
続的な監視

気候適応、レジリエンスおよび保
険リスクへのソリューション開発

・ 災害や気温の変化等による外出抑制の結果、事業継
続の必要性からリモートワークの活用が進み、ICTイ
ンフラ需要が高まることによって当社が提供するリ
モートワークAIソリューションサービスの売上機会が
拡大する

中～長期 中 中

・ 既存のソリューションに加え、気候変動の進展による顧客
の働き方の変化に合わせたソリューションの開発・提供

・ ICT活用により創出される顧客の気候変動対策に向け
た新たなソリューションの開発・提供

・ 気候変動の進展による保険商品の多様化に伴い、当
社が提供している保険ソリューションの販売機会及び
新規のシステム開発の機会拡大によって売上機会が
拡大する

中期 中 大

・ DX推進による気候変動対応システム（天候デリバティ
ブ等）のインテグレーションやコンサルティングの受注
による売上機会が拡大する

中期 中 ー

市場

積極的な気候変動リスクへの対応 ・ 社会的な信頼性・イメージの向上により、社員採用活
動における他社とのアドバンテージが向上し、採用活
動費が低下する

・ 顧客や株主からの信頼上昇により株価が上昇する

中期 中 ー

・ 気候変動を契機としたリスクマネジメントの精緻化

・ サステナビリティ関連の非財務情報の積極的な開示

・ 国際的な気候変動イニシアティブへの参画

レジリエンス
社員の就業環境の向上等 ・ ICTを活用した働き方改革、DXによる事業の効率化プ

ロセス改革による事業の継続性、事業環境等が向上す
ることで、従業員満足度が向上し、離職率が低下する

短期 小 小
・ リモートワーク等ICTを活用した柔軟な働き方によるリ
スク分散と事業の効率化
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